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リテラシーレベルの数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（MDASH）に注目

し，2021年8月までに認定された78校の教育プログラムを調査した結果，次の4点が明らかになっ

た．（1）各校のカリキュラム編成は，あらかじめ指定した授業科目を履修させる形態のものが最

も多かったが，多くは既存の特定の科目を履修させるものであった．（2）修了要件は，2～4単位

が最も多かったが，1～24単位まで幅があった．同じ認定制度でありながら各校の修了要件に差が

あることは，公平性の観点で懸念すべきことである．（3）データ分析の学習手段は，大半の学校

で表計算ソフトウェアを用いていることが判明した．この結果は高等学校での情報教育の実状を

受けたものと考えられる．（4）先導的なプログラムに選定されるには，授業内容や学生への学習

支援より，明確な枠組みの中で推進される地域連携や産業界連携の取組が評価される傾向があっ

た． 

キーワード：数理･データサイエンス･AI 教育プログラム認定制度（MDASH），データサイエン

ス，リテラシーレベル，モデルカリキュラム，Excel，Python

1. は じ め に

近年，社会の様々な分野で AI（人工知能）やビッグ

データの本格的な活用が進み，これにより新たな価値

が生み出される｢Society5.0｣（内閣府 2016）の到来が

期待されている．一方で，AI やビッグデータを活用で

きる人材は不足しており，これらの分野で活躍できる

人材の早期育成は喫緊の課題である． 

この対策として，政府は｢統合イノベーション戦略

2019｣（2019年6月21日閣議決定）に基づき，｢AI 戦略

2019｣（統合イノベーション戦略推進会議 2019）を策

定した．この戦略において，全大学･高等専門学校（以

下，｢高専｣）の学生（年間約50万人）が初級レベルの

数理･データサイエンス･AI（以下，｢DS｣）の知識を修

得すること（リテラシーレベル），また，文理を問わず

一定規模以上の大学･高専生（年間約25万人）が自身の

専門分野に DS を応用するための基礎的な力を習得す

ること（応用基礎レベル）が目標に掲げられ，この目

標の実現に向けて，各大学等の DS 教育プログラムの

中から優れたものを国が認定する制度が開始された

（リテラシーレベルは2020年3月，応用基礎レベルは

2021年3月に開始）．同制度の下，2021年3月にリテラシ

ーレベルの教育プログラムの認定に向けた公募が始ま

り，2021年8月までに大学66校，短期大学（以下，｢短

大｣）2校，高専10校の計78校の教育プログラムが認定

され，このうち11校が｢先導的で独自の工夫･特色を有

する教育プログラム｣に選定された（以下，｢プラス選

定｣）．  

一方で，本制度は短期間に各学校に教育プログラム

の整備を求めていることから，そのカリキュラム編成

や修了要件の単位数など，各校の裁量に委ねられてい

る部分が多く，各校が準備した教育プログラムは形態･

内容ともに様々である．各校の教育プログラムの具体

的な実状については，例えば，静岡大学（武田ほか 

2022）や香川大学（藤澤ほか 2020），九州情報大学（橋

爪・荒平 2022），成城大学（辻 2020）など各校の報告
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や，認定申請時に各校から提出された申請書の記載内

容から窺い知ることができる．これを見ると，例えば，

実際にデータを分析する際の学習手段として表計算ソ

フトウェアを用いる学校がある一方で，Python や R な

どのプログラミング言語を併せて学習させる学校もあ

り，同じ認定を受けた教育プログラムの間でも内容が

大きく異なる状況である．こうした中で，各校の取組

を俯瞰し，大学の DS 教育プログラムのあるべき姿に

ついて議論を始めるべき時期に来ている． 

また，各校の教育プログラムが目指す形の一つとし

てプラス選定があるが，具体的にどのような取組がプ

ラス選定に相応しいと評価されるのか，選定された11

校だけでなく，プラス選定が叶わなかった学校の取組

についても把握することで，目指すべき方向性も明ら

かになるだろう． 

認定制度は始まってからまだ日が浅く，同制度の課

題の検証に資する情報はほとんど得られていない．こ

うした中で，認定を受けた各校の教育プログラムを俯

瞰してそれらの特徴を明らかにし，認定制度が抱える

課題の発見に繋がる調査を行うことは，我が国の大学

における情報教育の改善と発展に大きく貢献し得るも

のである． 

そこで本研究は，まずリテラシーレベルに注目して

各校の DS 教育のプログラムの全容を明らかにし，現

在の認定制度の改善に繋がる論点を提供するとともに，

これから DS 教育の準備を進める各校にあっては教育

プログラムの検討に資する知見を提供することを目的

として，具体的には，（1）各校のカリキュラム編成状

況，（2）各校が定める修了要件の単位数，（3）各校が

採用したデータ分析の学習手段，(4)プラス選定の要素

となった取組の計4項目を明らかにするための調査を

行った． 

2. 方     法 

本研究では，2021年8月までにリテラシーレベルの教

育プログラムとして認定された78校を調査対象として，

各校がインターネット上で公開している認定申請書の

記載内容から，上記の4項目に関する情報を収集した． 

2.1. カリキュラム編成 

教育プログラムのカリキュラム編成について，リテ

ラシーレベルの認定を受ける教育プログラムが準拠す

べき｢モデルカリキュラム｣（数理･データサイエンス･

AI 教育強化拠点コンソーシアム 2020）は，｢各大学･

高専の創意工夫よるカリキュラム編成が可能｣として

各校の裁量に任せつつ，カリキュラム編成として考え

られる例として，以下の3つのケースを示している． 

ケース1：1～2の独立した授業科目でリテラシーレベ

ルの教育を学生が履修 

ケース2：複数の（既存の）授業科目でリテラシーレ

ベルの教育を学生が履修 

ケース3：大学独自の体系的な教育プログラムの一部

としてリテラシーレベルの教育を学生が履修 

そこで，78校のカリキュラムが1～3のどのケースに

該当するか，各校の申請書の記載に基づき分類するこ

ととした．ただし，モデルカリキュラムに例示された

ケース1～3の定義は必ずしも明確でないため，このケ

ースに沿って忠実に分類することは難しい．そこで，

本研究では，モデルカリキュラムに例示の各ケースを

参考にしつつ，以下のとおり，独自に基準を定め，各

校のカリキュラムを分類することとした．したがって，

本研究でのケース1～3の区分は，モデルカリキュラム

の区分とは厳密には一致しないことに留意されたい． 

まず，ケース1と判断する基準として，修了要件の単

位を取得するために履修しなければならない科目がほ

ぼ固定されていること，すなわち，学生は科目を選択

する余地がなく，修了要件を満たすために特定の科目

を履修しなければならない形態であることとした．こ

の科目数について，モデルカリキュラムは｢1～2科目｣

としているが，ここでは科目の数や単位数は考慮しな

かった．また，履修すべき科目が認定制度に合わせて

新設された科目か既存のものかは問わないこととした．

これに対して，複数の科目の中から一定以上の単位を

取得して修了要件を満たすことを求めるカリキュラム

をケース2又は3に区分することとした．したがって，

カリキュラムが既存の大学独自の体系的な教育プログ

ラムの枠組みの中に組み込まれていたとしても，修了

要件を満たすために履修すべき科目が固定されている

場合はケース1に該当すると判断した． 

次に，ケース2と3を区別する基準として，DS 教育を

包括した大学独自の体系的な教育プログラムがあり，

当該プログラムを構成する科目群から選択履修して修

了要件を満たすことを求める場合はケース3に，独自の

体系的な教育プログラムを持たない場合はケース2に

区分することとした．ただし，大学独自の教育プログ

ラム名を冠するものがあっても，この認定制度に合わ

せて既存の複数科目を集めて構成したものは実質的に

ケース2と同等の形態であるため，ケース2に分類した． 



2.2. 修了要件の単位数 

リテラシーレベルの教育プログラムに求められる学

修量について，認定制度の実施要項（文部科学省 2022）

やその細目（文部科学省高等教育局 2022）は，修了要

件とする学修項目を示してはいるが，具体的な学修量

は明示していない．また，モデルカリキュラムは，学

修量の目安として｢概ね2単位相当程度を想定｣として

いるが，「各大学・高専の実情に応じて柔軟な設計が可

能」であるとしている．これを受けて，各校はそれぞ

れのカリキュラムに対応した修了要件の単位数を定め

ており，その数は各校で大きく異なる． 

各校が定めた修了要件の単位数は申請書に明示され

ているため，これをケース1～3のカリキュラム形態別

に集計した．なお，高専では1単位の履修時間が大学や

短大と異なることから，ここでは高専を除き，大学と

短大の68校のみを集計した．また，一つの学校内の学

部･学科ごとに修了要件の単位数が異なる場合は，各学

部･学科の収容定員を参照し，履修者数が最も多い学

部･学科の要件を当該校の代表値として扱った． 

2.3. データ分析の学習手段 

リテラシーレベルの教育プログラムの学修内容につ

いて，認定制度はモデルカリキュラムが定める｢コア学

修項目｣を含むことを必須としている．このコア学修項

目の中に，データを適切に読み解き（学修項目の2-1

項），説明し（同2-2項），適切に扱う（同2-3項）とい

うデータ分析力の養成がある（以下，これらの学修項

目をまとめて「データ分析の学修項目」）．このデータ

分析の学習手段としては，概念を学ぶために講義形式

で行う方法や，実習の形式で行う方法，また，実習形

式においても，表計算ソフトウェア（主に Microsoft 

Excel）を利用する場合や，Python や R などのプログラ

ミング言語を利用する場合が考えられる．各校がどの

ような手法を採用しているのか，申請書の記載内容を

整理するとともに，必要に応じて，各校が公開してい

るシラバスの情報をもとに，該当する科目の内容を参

照して精査した． 

このとき，ケース2や3のカリキュラムでは，データ

分析の学修項目に対応する科目が多数存在している事

例や，対応が曖昧な事例が多く，精査が困難であった．

そこで，ここではモデルカリキュラムの学修項目と各

科目のシラバスとの対応が比較的明瞭なケース１に限

定して調査を行った．なお，ここでも，学校内の学部･

学科ごとに該当する科目が異なる場合は，履修者数が

最も多い学部･学科の科目を代表値として扱った． 

2.4. プラス選定の要素となった取組 

78校の認定プログラムのうち，11校が｢先導的で独自

の工夫・特色を有する教育プログラム｣としてプラス選

定されている．このプラス選定の評価に寄与する具体

的な取組内容を明らかにするため，｢授業内容｣･｢学生

への学習支援｣･｢その他の取組（地域連携，産業界との

連携，海外の大学等との連携等）｣の3つの観点別に，

各校のプラス選定に係る申請書の記載を要約して整理

した．このとき，プラス選定が叶わなかった学校の申

請書も併せて収集･分析した．その上で，実際のプラス

選定において，｢大学等の特性に応じた特色ある取組｣

として審査者から評価された項目（文部科学省高等教

育局専門教育課 2021）とも照合して，どのような取組

がプラス選定の評価に寄与するのか調べた． 

3. 結 果 と 考 察 

3.1. カリキュラム編成 

78校の教育プログラムのカリキュラム編成について，

前述の判断基準に基づき分類した結果を図１に示す．

分類の結果，ケース1が56校（全体の72%），ケース2が

17校（同22%），ケース3が5校（同6%）となった．最多

のケース1では，その多くが既存の特定の科目を履修さ

せるものであったが，これは，認定制度が求める教育

内容に合わせて科目の新設に取り組んだ学校がまだ申

請していないためである．今後，リテラシーレベルで

求められる学修項目を的確にカバーした新設科目の履

修を求めるプログラムの認定が増えてくるものと考え

られる． 
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図１ 各校のカリキュラム編成のケース別割合 



3.2. 修了要件の単位数 

各校が定めた修了要件の単位数の度数分布を図２に

示す．図２の棒グラフの白色はケース1，黒色はケース

2，灰色はケース3のプログラムを示す．修了要件の単

位数を2～4単位とするプログラムが最も多かったが，

最少の1単位から最多の24単位までかなりの幅が見ら

れた．ケース別に見ると，ケース1では履修科目を選択

する余地がない代わりに修了要件の単位数が比較的少

なく，ケース2や3では履修科目を選択しやすい代わり

に単位数が多くなる傾向が見られた． 

ケース2や3のカリキュラムでは，既存の複数科目又

は大学独自の教育プログラムに含まれる科目群の中か

ら，モデルカリキュラムで指定された学修項目の一部

を含む科目を収集し，トータルとして学修項目の全範

囲をカバーするように，学生が科目を選択履修する形

態となっている．このため，学生は，学修範囲を部分

的に含む多数の科目を履修して単位を取得しなければ

ならず，修了要件を満たすための負担が大きくなって

いる． 

このように，認定制度の修了要件を満たすための学

修量については，実施要項等に詳細は明示されておら

ず，モデルカリキュラムに｢概ね2単位相当程度｣との目

安が示されているものの，各大学の裁量に任されてい

る．この運用は，各校がこれまでの DS 教育の取組を

活かしつつ，柔軟に教育プログラムを設計することを

可能にしていると推察される．しかし，今後，学生が

就職活動等の場面で教育プログラムの修了を PR して

いくことを期待する場合，同じ認定制度でありながら

各校の修了要件の単位数が大きく異なる実態は，公平

性の観点で懸念すべきことである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3.3. データ分析の学習手段 

ケース1に分類された56校について，各校が採用した

データ分析の学習手段の内訳を図３に示す．図３を見

ると，Excel のみを使用した事例が23件（全体の41%），

Excel と Python（一部に R を含む）を併用した事例が9

件（同9%），Python のみ使用した事例が7件（同12％），

BI（ビジネス･インテリジェンス）ツールなどその他の

手段を使用した事例が2件（同4%），学習手段が不明な

事例が15件（27%）であった．不明の15件には，モデル

カリキュラムの学修項目と科目シラバスとの対応が明

瞭でなく学習手段が特定困難だった事例のほか，ソフ

トウェアやプログラミングによらず，概念を学ぶ講義

形式で行った事例が含まれていると考えられる．各事

例の一例として，群馬大学（2022a），滋賀大学（2020），

一橋大学（2020）の各科目のシラバスを表１に示す．

表１の網掛けで示した部分は，データ分析の学修項目

（モデルカリキュラムに記載の学修項目のうち，2-1

～2-3項）に対応するコマである．各大学の申請書（群

馬大学 2022b，滋賀大学 2021，一橋大学 2021）の記

載に基づき，対応するコマをそれぞれ判断した． 

Excel のみを使用した事例としては，表１の群馬大学

の｢データ･サイエンス｣のように，Microsoft Excel を使

ったデータ分析の講義を核とした科目が他の学修項目

もカバーする形で発展したものが多かった．Excel と

Python･R を併用した事例では，滋賀大学の｢データサ

イエンスへの招待｣のように，データ分析の学習には

Python 又は R を用いつつ，Excel について紹介するコ

マを別に設定しているものがある．一方，データ分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ケース1の56校が用いたデータ分析の学習手段 

Excel

23件

Excel+Python

9件

Python

7件

その他

2件

不明

15件

図２ 各校（高専を除く68校）の修了要件単位数 



の実践には専ら Excel を使用し，別のコマでプログラ

ミング言語に触れるものも見られた．Python のみ使用

した事例の特徴としては，一橋大学の｢AI 入門｣のよう

に，教育プログラムの履修を必修ではなく選択とし，

データ分析に比較的関心の高い学生に絞って講義をす

るものがあったほか，小規模校において1クラス30人程

度の少人数で開講する事例が見られた． 

多くの学校がデータ分析の学習手段として Excel を

選択する背景に，科目を履修する学生がこれまでに学

習してきた情報分野の教育内容の影響を受けている可

能性がある．現行の学習指導要領では，高等学校の情

報の教科には｢社会と情報｣と｢情報の科学｣の2科目が

あるが，情報リテラシー全般について学ぶ｢社会と情

報｣の履修率は約8割に上る一方，プログラミングの概

念に触れる｢情報の科学｣の履修率は約2割に止まる（中

央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会情報ワ

ーキンググループ 2015）．このように，プログラミン

グ教育をほぼ受けていない学生が大半を占める状況に

おいて，大学の教育プログラムが学生の情報リテラシ

ー水準に合わせざるを得ない実情があるとみられる． 

それでは，新学習指導要領（2022年度の高校1年生か

ら開始）の下で新科目｢情報Ⅰ｣を履修した生徒が大学

に入学する2025年度以降，リテラシーレベルの教育に

どのような変化が期待できるか．2022年度の｢情報Ⅰ｣

用に採択された12種類の教科書について，公立高等学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校等における2022年度の採択状況を調査することがで

きた7都道県の各校の採択状況と，各教科書に掲載され

ているプログラミング言語の種類を表２に整理した． 

表２から推察すると，地域により若干の差はあるも

のの，全体的な傾向として，Python や Scratch に触れ

た東京書籍の『新編情報Ⅰ』よりも，Excel VBA を扱

う実教出版の『最新情報Ⅰ』を採択する高校が多いと

みられる． 

また，これらの教科書の中で実際にプログラミング

のコードが掲載されている頁数は，ごく簡単なコード

も含めて，多いものでも全体の1割程度に止まっていた．

こうしたことから，新学習指導要領の下でも高校生が

実際のプログラム言語に触れる機会は限定的であるこ

とを念頭において，2025年度以降の教育プログラムを

検討していく必要があるだろう． 

 3.4. プラス選定の要素となった取組 

78校から提出された申請書のうち，プラス選定に係

る申請書の記載内容を3つの観点に分けて要約･整理し

たものを表３に示す．表３の A 大学～K 高専は，プラ

ス選定11校の申請内容であり（表中に｢選定｣と記載），

L 大学～R 高専はプラス選定が叶わなかった学校のう

ち申請書を公開していた7校の申請内容である（表中に

｢不選定｣と記載）．なお，プラス選定が叶わなかったプ

ログラムは，表３に記載のものが全てではないことに

留意されたい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 各事例の科目シラバス 

Excelを用いた科目の例
（群馬大学）

ExcelとPythonを用いた科目の例
（滋賀大学）

Pythonを用いた科目の例
（一橋大学）

｢データ･サイエンス｣
（1年前期,必修,2単位）

｢データサイエンスへの招待｣
（1年前期,必修,2単位）

「AI入門」
（1年前期,選択,2単位）

第１回 利用の仕方 ガイダンス AI･データサイエンスと社会

第２回 コンピュータの仕組み データサイエンスの役割,分析の手法プログラミングの基礎Ⅰ

第３回 情報倫理 データサイエンスと画像･音声処理 プログラミングの基礎Ⅱ

第４回 Excelの使い方 ヒストグラム,箱ひげ図,平均と分散 プログラミングによる問題解決Ⅰ

第５回 Excelの使い方 散布図と相関係数 プログラミングによる問題解決Ⅱ

第６回 ネットワークとサービス 回帰直線 データ分析基礎

第７回 データサイエンスのためのExcel データ分析で注意すべき点 強化学習のもと

第８回 データサイエンスの概略 Excelを用いたデータ集計 統計的学習の考え方

第９回 グラフによる可視化 Rのインストール 機械学習の実践Ⅰ

第10回 分布の位置を表す代表値 Pythonインストール,ライブラリ利用機械学習の実践Ⅱ

第11回 分布のちらばりを表す代表値 応用事例（金融・保険） ニューラルネットワークⅠ

第12回 クロス集計による複数系列間の関係 応用事例（市場調査） ニューラルネットワークⅡ

第13回 因果と相関,分析用データの処理 応用事例（医学・品質管理） まとめ

第14回 最終演習 応用事例（テキストマイニング） －

第15回 最終演習 まとめ －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この表に，実際のプラス選定において，｢大学等の特

性に応じた特色ある取組｣として審査者から評価され

た項目（文部科学省高等教育局専門教育課 2021）に該

当する箇所に下線を引いたところ，｢③その他の取組

（地域連携，産業界との連携，海外の大学等との連携

等）｣の記載が多く取り上げられていることが分かる．

一方，｢①授業内容｣や｢②学生への学習支援｣の欄には，

A 大学～R 高専の17校いずれにも｢習熟度別授業｣，｢グ

ループワーク｣，｢LMS を運用した学習支援｣，｢TA･SA

の活用｣，｢質疑応答スペースの確保｣などの記載が並び，

プラス選定11校とその他の学校との間で取組に大きな

差はない．両者の取組の評価に差がついたのは地域連

携や産業界連携の取組であり，その内容よりも，｢北大

モデル｣，｢東北創生国立大学アライアンス｣，｢自治体

連 携 に よ る 課 題 解 決 型 文 理 融 合 教 育 ｣ ，

｢Campus-in-Campus パートナー大学｣，｢NaDeC 推進コ

ンソーシアム｣のように，明確な枠組みの中で推進され

る取組が評価される傾向にあった．ただし，これは公

開されている申請書のみに基づく考察に過ぎないため，

今後の認定の際にどのような傾向が見られるか，引き

続き検証していく必要がある． 

4. まとめと今後の課題 

2020年に始まった大学等の DS 教育プログラムに係

るリテラシーレベルの認定制度に注目し，現在の認定

制度の改善に繋がる論点を提供すること，また，これ

から DS 教育の準備を進める各校に教育プログラムの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討に資する知見を提供することを目的として，2021

年8月までに認定を受けた78校の教育プログラムを調

査した．4つの項目に係る調査の結果は以下のとおりで

ある． 

（1）各校のカリキュラム編成状況を見ると，あらかじ

め指定した授業科目を履修させるケース1の形態を

とる教育プログラムが最多を占めた．その多くは既

存の特定の科目を履修させるものであった． 

（2）各校が定める修了要件の単位数は2～4単位とした

ものが最も多かったが，最少の1単位から最多の24

単位まで幅があった．同じ認定制度でありながら各

校の教育プログラムで修了要件に大きな差が生じて

いる状況は，公平性の観点で懸念すべきことである． 

（3）ケース1に分類された56校で採用されたデータ分

析の学習手段を見ると，判明した41校のうち大半の

学校で表計算ソフトウェア（Microsoft Excel）が用い

られていた．大学側のこうした選択は，少なからず

高等学校における情報教育の実状を受けたものだと

推察される．AI やビッグデータを活用できる人材の

育成のためにプログラミングの教育は不可欠である

が，そのためには，大学の DS 教育の整備と並行し

て高等学校における情報教育水準の向上も図る必要

がある． 

（4）プラス選定に当たっては，授業内容や学生への学

習支援に関する取組よりも，明確な枠組みの中で推

進される地域連携や産業界連携の取組が評価される

傾向にあることが分かった．ただし，本考察は公開 

表２ 7都道県の公立高等学校等における｢情報Ⅰ｣教科書の採択状況とプログラミング言語の掲載状況 

東
京
都

北
海
道

埼
玉
県

千
葉
県

神
奈
川
県

岐
阜
県

福
岡
県

計 Python
Java

Script VBA Scratch
掲載頁数/
全体頁数

新編情報Ⅰ 701 24 15 12 11 16 6 3 87 ○ ○ 9/203

情報Ⅰ Step Forward! 702 10 8 10 7 9 1 6 51 ○ ○
高校情報Ⅰ Python 703 17 9 6 6 5 2 4 49 ○ 20/191
高校情報Ⅰ JavaScript 704 2 2 2 1 0 1 0 8 ○
最新情報Ⅰ 705 33 46 29 27 29 9 33 206 ○ 11/191
図説情報Ⅰ 706 14 12 10 6 7 2 8 59 ○

開隆堂 実践 情報Ⅰ 707 2 0 0 0 0 1 0 3 ○
高等学校 情報Ⅰ 708 15 9 11 12 6 3 7 63 ○ ○ ○ 7/207
情報Ⅰ Next 709 9 3 10 5 4 4 5 40 ○ ○ ○
情報Ⅰ 710 18 7 7 5 15 2 4 58 ○ ○ 13/223
情報Ⅰ図解と実習
　－図解編･実習編

711･
712

14 1 6 8 3 3 1 36 ○

第一学習社 高等学校 情報Ⅰ 713 6 7 0 0 7 1 2 23 ○

東京書籍

掲載プログラミング言語※2

番号教科書名発行者

公立高等学校等における採択状況※1

※1 東京都教育委員会（2022），北海道教育委員会（2022），埼玉県高等教育指導課（2021），千葉県教育委員会（2022），
　  神奈川県教育委員会（2021），岐阜県教育委員会（2021），福岡県教育委員会（2022）の資料を基に集計した。

※2 掲載頁数は本調査で判明した分のみ記載した。

実教出版

数研出版

日本文教出版



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ プラス選定に係る各校の申請書の記載内容の要約（その1） 

大学/
高専名

A大学
(選定)

・

・

応用基礎レベルにシームレスに
繋がるカリキュラム
次のステップの118科目を選定
→一覧にして公表

・
・

・

LMSを独自開発
Python･数学の独習環境を整備
→教育用データの利用が可能
学習支援用の課外セミナー実施

・

・

・

産学連携型人材育成基盤｢北大モ
デル｣を提案
産官学地域が連携するコンソー
シアムを形成
共同研究の中で教育･人材育成

B大学
(選定)

・モデルカリキュラムに沿った学
習プログラムになっている

・
・

・
・

・

1クラス30人に1人以上のTA配置
教材を集約してWeb上に公開
→学生が自宅から閲覧･取得可
端末室を授業時間外に自習開放
仮想環境200ライセンス取得
→自宅でも学校と同環境を提供
E資格等のe-Learning受講支援

・

・

・

・

東北創生国立大学アライアンス
でカリキュラムを共同開発予定
e-Learning教材をAI人材育成支
援企業と共同開発
→高等専門学校でも利用予定
単位互換制度で科目の一部を他
大学学生が受講
企業の実データを教材に活用

C大学
(選定)

・
・
・

ビデオ講義をOCWとして公開
多様なデータによる豊富な演習
アンケートや教育効果測定に基
づき教材を改善

・
・
・

・

LMS活用して学生の理解度把握
1クラス40人に1人程度のTA配置
オンデマンド配信により学生の
ペースで学習可
難易度の違う教材を教員が選択

・
・
・
・

講演等で他大学に情報提供
全学必修化に関する論文発表
外部非常勤講師のノウハウ蓄積
海外7か国の｢Campus-in-Campus
パートナー大学｣に授業を開講

D大学
(選定)

・各学部の特性に応じて4種類のシ
ラバスを作成

・

・

・
・

アクティブラーニング用のス
ペースを図書館に設置
LMS,Google Workspaceを導入
→オンデマンド講義の円滑化
無線LANアクセスポイント増設
学内研究者によるデータ活用事
例の紹介動画を作成

・

・

・

ベネッセとの共同研究協定
→教材とLMSの共同開発
Adobe社と提携
→データ可視化科目の共同講義
海外大学とデータサイエンス科
目の連携

E大学
(選定)

・必修科目に続き演習科目を用意 ・

・

演習科目を少人数で実施
→教員による丁寧な指導を実現
各学部の学生の興味を湧く内容
に工夫

・

・
・

演習科目で企業と連携､実データ
を用いた分析を実施
MOOC教材を作成→全国無料配信
教科書シリーズを公刊
→他大学のカスタマイズも対応

F大学
(選定)

・
・

学部に応じた講義内容を用意
各分野の関連データを教材に活用

・

・

・

LMSに講義の感想の回答機能実装
→講義の改善点の発見に寄与
全学向け自由科目を開講
→意欲ある学生のニーズを発掘
他分野の学生･教員の情報系研究
室への中長期インターン制度

・

・

｢データサイエンス教材バトル｣
→模擬講義と意見交換実施
→各校の準備の一助に
講義スライドの一般公開

G大学
(選定)

・薬工連携による教育
(薬･工別々ではなく､共に関連す
る内容を教育)

・
・
・
・

・

LMSによる一元管理
科目専用e-Learningサイト開設
学習サポート教室を設置
データ分析の実践機会としてイ
ンターンを推奨
TAの質保証のための研修実施

・自治体と連携して課題解決型文
理融合教育を実践
(例.グループワーク報告を市役
所で発表 等)

H大学
(選定)

・
・
・

オンライングループワーク
学生同士の相互アンケート
内製したAIの活用(学生の質問･
感想を解析→要指導学生に対応)

・内製したAIの活用
-グループ討議結果を可視化
-ノートを自然言語処理で可視化

・

・
・

内製AIをオープンソース化
→教育機関に公開
授業実践内容を関連学会で報告
薬学実務実習支援システム開発
→道内各機関で利用

②学生への学習支援①授業内容
③その他の取組

(地域連携/産業界連携/海外連携)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ プラス選定に係る各校の申請書の記載内容の要約（その2） 

大学/
高専名

I大学
(選定)

・
・
・

授業開始前にPC･NWを設定させる
アクティブラーニングを導入
選択13科目を用意
→習熟度に合わせて履修可

・
・
・

eシラバス･オフィスアワー充実
成績不良者に個別指導を実施
インターンでデータ分析を経験
した学生をTAに採用

・

・

科目の一部を社会人向けに開講
→科目の改善案を還元
企業と共同で教材開発
→教材に産業界の視点を導入

J大学
(選定)

・
・

・

基礎的なプログラミングを実施
専門に直結した例を挙げた授業
→学生の興味関心を引き出す
地方小規模工業大学
→少人数教育を実施

・
・

・
・

LMSによる一元管理
LINE AIチャットボット導入
→質問対応などの学習支援
成績不良者に補講授業を予定
GPAの高い学生などをSAに採用

・

・

・

選抜学生が地域･産業界連携の課
題解決型学習に参加
授業で得た知識を活かすイン
ターンを産業界と企画
教育プログラムの外部評価実施

K高専
(選定)

・

・

AI開発用ワークステーション45
台を導入したAIルームを設置
グループワークで学生の教え合い
→PCが不慣れな学生もフォロー

・
・

オフィスアワー設定し質問対応
留学生用に英語併記の教材使用
プレラボ制度を運用
→低学年から萌芽的研究テーマ
の取組を支援

・

・
・

市内3大学･市役所･商工会議所の
協働構想｢NaDeC推進コンソーシ
アム｣に基づく連携
ITベンチャー企業と協定
海外11大学等と学術交流協定

L大学
(不選定)

・
・

「段階的な学び」を明示
英語クラス開講(留学生に配慮)

・

・

週1回TAセッション設定
→アクティブラーニング実施
TA研修を設定してTAを育成

・企業の協力を得て産学連携科目
を開講

M大学
(不選定)

・

・

企業経営関連科目の併修を基本
→AIを活用したビジネスモデル
の企画提案力の育成
教材にインストラクショナルデ
ザイン手法を導入
→開講前に複数教員でレビュー

・
・
・

LMSを独自に運用
TAによる24時間以内の質問対応
関連分野へのインターン実施

・
・

・

実務家教員の積極採用
海外大学やIT系企業と契約
→AI･IoT関連プロ向けの教育コ
ンテンツを確保
学習成果を可視化するオープン
バッヂを採用予定

N大学
(不選定)

・
・

学生が興味を持てる教材を採用
Webページ構築やVBAにも触れる

・
・

学生が利用する教室で学習支援
成績優秀者をSAに採用

・
・

・

学生と教員が神社に作品設置
世論調査DBの有用性周知のため
の共同研究
海外大学との研究結果を紹介

O大学
(不選定)

・

・
・

脱落させない学修プログラム
(前期の授業で知識を平準化)
基礎ゼミで専門分野と連動
学園祭でビジネスプランを実践

・
・
・
・

少人数教育
SAを1クラス2名配置
SAによる授業報告→授業改善へ
LMS上に授業コンテンツを掲載

・

・

地域の課題解決を課題とした
フィールドワーク実施
学園祭で顧客データを分析
→改善の検討結果を発表

P大学
(不選定)

・

・

日常生活,ビジネス,政策の各場
面の活用事例を導入
企業とオンデマンド教材を開発
数学を前提とせず文系学生に配慮

・
・
・
・

留学生向けに日英両言語で対応
LMSを活用
リメディアル授業を開講予定
現場を知る企業派遣講師を予定

・
・
・
・

有識者によるカリキュラム設計
企業とオンデマンド教材開発
企業の実データを授業に活用
企業からの講師派遣予定

Q高専
(不選定)

・
・

次期カリキュラム案の内容検討
モデルカリキュラムの｢選択｣項
目が充実

・
・
・
・

全教員がオフィスアワーを設定
無線LANを整備しBYODを推進
LMS,ラーニングコモンズ設置
ｱﾝｹｰﾄ実施→可視化→授業改善へ

・
・

地元企業向けAI講座を開催
地元企業からAI技術相談を受託

R高専
(不選定)

・

・

各分野の教員を配置
→多角的視点を提供
グループワークを設定

・
・
・
・
・
・

アクティブラーニング教室設置
無線Wi-Fi環境が利用可
LMSによる一元管理
TAによる補習の実施
データサイエンス関連インターン
学修到達目標達成度アンケート

・

・
・

・

フューチャーテックセンター創設
→学生と企業の共創活動の場に
地域への公開講座
外部評価機関の｢参与会｣を形成
→学校経営の改善へ
海外14大学と留学生交換

①授業内容 ②学生への学習支援
③その他の取組

(地域連携/産業界連携/海外連携)



されている申請書のみに基づくものであることに留

意が必要である． 

2021年度は，申請した78校全てのリテラシーレベル

の教育プログラムが認定されており，まずは全国の大

学で DS 教育を普及させることが重視されている．こ

うした中で，本研究が示したとおり，各大学が作り上

げた教育プログラムの形態は多様であり，それ故に教

育水準も大学間で差があるとみられる．現行の認定制

度においては修了要件等についても各校の裁量に委ね

られているが，将来的に学生が就職活動等において企

業に PR できる認定教育プログラムに発展させていく

ためには，各大学の特徴を活かしつつも，一定の質の

確保を図っていく必要がある． 

また，2022年度中に応用基礎レベルの教育プログラ

ムも認定･公開される．こちらについても各大学で様々

な取組がなされているところ，リテラシーレベルと同

様に各校の教育プログラムを俯瞰し，最適なプログラ

ムの検討に役立てていくことが今後の課題である． 

付     記 

本研究は，新原（2022）で発表した内容を発展させ

て，その成果をまとめたものである． 
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Summary 

This study focused on the approved program for 

mathematics, data science, and AI smart higher education 

(MDASH) at the literacy level and surveyed 78 

educational programs accredited by August 2021. The 

results revealed the following: (1) The most common 

curriculum in each school required students to opt for 

pre-designated subjects. However, most of the 

curriculums required the students to opt for existing 

subjects. (2) The common completion requirement was 

between 2 and 4 credits, but a wide range from 1 to 24 

credits existed. These differences, despite the same 

accreditation system, are a concern in terms of fairness. 

(3) Most schools used spreadsheet software as a learning

method for data analysis. This may reflect the reality of 

information education in high schools. (4) To be 

recognized as a leading program, promoting regional and 

industry collaboration within a clear framework tended to 

be more effective than class content or student support. 
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DATA SCIENCE，LITERACY LEVEL，MODEL CURRICULUM，
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